
1 配水池必要貯留能力の見直し 〇
検討

2 連続水質監視機器の段階的導入 〇
継続的に実施

3 配水コントロールシステムによる塩素注入量の調整 〇
継続的に実施

4 ３階直結給水の推奨と普及 〇
継続的に実施

5 貯水槽水道の管理強化（他部署との連携が必要） ×

6 配水池必要貯留能力の見直し 〇 （1を参考）

7 長寿命化計画による適正な設備更新 〇
計画的に実施

8 管路更新計画の策定による計画的な老朽管更新 〇
継続的に実施

9 市内各所に緊急耐震貯水槽を整備（他部署との連携が必要） 〇
実施

10 配水池の耐震化 ×

11-1 重要給水施設への管路の早期耐震化 〇

11-2 ブロック化に向けた重要管路の耐震化 〇
継続的に実施

11-3 災害時緊急輸送道路内の管路耐震化 〇
継続的に実施

12 借入れに関する基準の整備 〇
整備

13-1 施設の統廃合による高効率化 〇
第1廃止

13-2 管路更新計画の策定による計画的な老朽管更新 〇 （8を参考）

14-1 計画的な人材確保 ×

14-2 人的交流や派遣研修 〇
継続的に実施

14-3 研修計画の策定 ×

14-4 維持管理マニュアルの整備・運用 〇
整備

15 アンケート調査の実施 〇

16-1 漏水調査計画の策定 〇
検討 計画 実施

16-2 管路更新計画の策定による計画的な老朽管更新 〇 （8を参考）

17-1 太陽光、小水力発電等のクリーンエネルギーの導入 ×

17-2 昼休みの消灯等の職員一人一人の意識向上 ×

17-3 低公害車の導入 ×

18-1 施設の統廃合による高効率化 〇 （13-1を参考）

18-2 経年化設備の高効率設備への転換 〇
整備

19 施設の統廃合による高効率化 〇 （13-1を参考）

20-1 配水ブロックの段階的導入 〇 継続的に実施

20-2 維持管理の効率化 〇 継続的に実施

20-3 災害時の対応の迅速化 〇 継続的に実施

No.
中期

6～10年
長期

11年以上
採用：〇
不採用：×

短期
～5年

施 策 の 内 容

次回ビジョン策定時

水道独自で人事を行うことは難しい

検討・計画

継続的に実施

水道独自で管理できない

水道独自で人事ができないため

研修計画の策定は難しい

配水場建替時には検討

施策とはしない

施策とはしない

第１配水場を廃止すれば100％と

なる見込み



No.
中期

6～10年
長期

11年以上
採用：〇
不採用：×

短期
～5年

施 策 の 内 容

21 適切な財政計画による見通しの把握 〇
継続的に実施

22 適切な財政計画による見通しの把握 〇 （21を参考）

23 適切な財政計画による見通しの把握 〇 （21を参考）

24 計画的な人材確保 × （14-1を参考）

25 配水コントロールシステムによる塩素注入量の調整 〇 （3を参考）

26 長寿命化計画による適正な設備更新 〇 （7を参考）

27 配水池必要貯留能力の見直し 〇 （1を参考）

28 施設の統廃合による高効率化 〇 （13-1を参考）

29 漏水調査計画の策定 〇 （16-1を参考）

30 配水池必要貯留能力の見直し 〇 （1を参考）

31 水道水の安全性やおいしさのＰＲによる水需要減少の抑制 〇
継続的に実施

32 住民の意識向上による各家庭の飲料水確保の取り組みの充実 〇
継続的に実施

33 スマートメーターの導入検討 〇
検討

34 住民参加型の応急給水訓練の実施 〇
検討

35 クレジット決済による料金の支払い 〇
検討

36 休日・夜間の開閉栓対応 〇
検討

37 水道独自の広報誌の発行 〇
検討

38 アセットマネジメント実施による更新需要の平準化 〇
継続的に実施

39-1 危機管理マニュアルの整備・運用 〇
整備

39-2 他市町村との災害時連携の強化 〇
継続的に実施

40 料金適正化にむけた広報の実施によるお客様の理解向上 〇
継続的に実施

41-1 ホームページによる情報公開の充実 〇
継続的に実施

41-2 学校現場との連携による各種学習の実施 〇
継続的に実施

41-3 近隣市町村との広域化に向けたコミュニケーションの充実 〇
継続的に実施

42 ＰＰＰ/ＰＦＩ（民間活用）の導入検討 〇

43 第２配水場No.1、No.2配水池の長寿命化 〇
計画的に実施

※網掛けは重複している施策

検討


